様式第３号（第７条・第８条関係）

事業計画（実績）書
１　企業概要
	企業名
	
	役職・
代表者
	

	所在地
	
	創業年月
	　　　　　　年　　　月

	資本金※１
	　　　　　　　　　　　万円
	前年度末日の従業員数
	　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　人
（うち正規雇用者　　人）

	直近３か年の売上高
（単位：千円）
	Ａ（２年前）
	Ｂ（１年前）
	Ｃ（直近期末）
	直近３か年の平均売上高
（Ａ+Ｂ+Ｃ/３）※小数点以下切捨

	業種区分
	□製造業　　□情報通信業　　□小売業　□宿泊業
（□にレ印を記入）

	業種名
	※日本標準産業分類中分類を記入

	担当者
	役職
氏名
	日中の
電話番号
	


※資本金は、株式会社の場合のみ記入。

２　設備投資の内容
	機器・設備名
	数量
	取得価格※１
(単位：円)
	耐用年数
※２
	機器・設備の発注先(企業名及び住所)

	
	
	
（税込　　　）
	
	

	
	
	
（税込　　　）
	
	

	
	
	
（税込　　　）
	
	

	合計
	
	
（税込　　　）
	


※１　取得価格は、補助対象設備の取得に要する経費の額（購入費、工事費、運賃を含む）。上段に税抜額、括弧内に税込価格を記入
※２　耐用年数は、資産に対応する耐用年数を記載





３　導入を検討中の機器・設備の設置予定先及び設置予定日
	事業所名
	

	所在地
	

	設置
予定日
	



４　事業計画（事業実績）（事業内容、労働生産性の向上、新たな商品の販売、生産量
拡大、事業拡大、利益の増加、従業員の処遇改善等に資する計画を記入。事業実
績の場合は、事業効果も記入。）
	


※必要に応じて補足資料を添付すること。


５　利益計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	直近期末
年  月期
	１年目
年  月期
	２年目
年  月期
	３年目
年  月期

	①売上高
	
	
	
	

	②仕入・製造原価
	
	
	
	

	③売上総利益
（①－②）
	
	
	
	

	④販売費・一般管理費
	
	
	
	

	⑤営業利益
（③－④）
	
	
	
	

	⑥営業外損益
	
	
	
	

	⑦経常利益
（⑤+⑥）
	
	
	
	

	⑧特別損益
	
	
	
	

	⑨税引前利益
（⑦+⑧）
	
	
	
	


※数値の根拠となる補足資料を添付すること。

６　労働生産性向上計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	直近期末
年  月期
	１年目
年  月期
	２年目
年  月期
	３年目
年  月期

	①営業利益
	
	
	
	

	②人件費
	
	
	
	

	③減価償却費
	
	
	
	

	④労働者数（人）※
	
	
	
	

	⑤労働生産性
（①＋②＋③）÷④
	
	
	
	


※１労働者数には、パート、派遣及び契約社員は含まない。
※２労働生産性が向上する計画とすること。


７　従業員雇用計画
	職種
	正規・非正規別
	人数
	雇用期間
	雇用期間中の雇用日数
	備考

	
	

	
	
	
	

	
	

	
	
	
	

	
	

	
	
	
	

	
合計

	
	



■雇用者数の算定
　前年度末日の雇用者数　　Ａ　　　　　　　人（うち退職者数Ｂ　　　　　人）
　設備投資に伴う雇用者数　　Ｃ　　　　　　　人
設備投資後の雇用者数　　　　　　　　　　　人（Ａ-Ｂ+Ｃ＞Ａ）

８　補助金算定基礎　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	経費区分

	Ａ
	Ｂ
	B×2/3
	積算基礎
（Ａ（税込み）の内訳）

	
	補助事業に要する経費
（税込み）　（税抜き）
	補助対象経費
（税抜き）
	※補助金交付申請額
	

	機械装置費
	
	
	
	
	


※１補助金交付申請額の欄は、1,000円未満切捨て。
※２雇用条件により補助金上限額が異なる。正規雇用３人以上は上限額1,000万円。正規雇用１人以上は上限額500万円。雇用保険受給者１人以上は上限額200万円。














９　資金調達
＜事業全体に要する経費調達一覧＞

	区分
	事業に要する経費（円）
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	補助金交
付申請額
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合計額
	
	



＜補助金を受けるまでの資金＞
	区分
	事業に要する経費（円）
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合計額
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